
【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

（協議体の設置）
コーディネーターの決定

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・ ・ ⇒ ・ ・ ⇒ ・ ⇒ ・ ・ ⇒ ・

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ・ ・ ⇒ ・ ・ ⇒ ・ ・ ⇒ ・

⇒ ⇒ ⇒
平
成
2
9
年
度

（市民への周知）
周知・広報

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
6月 7月 8月

（市民への周知）
自治会との連絡体制の確立

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（協議体の設置）
第1層協議体の設置

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
8
年
度

（市民への周知）
周知・広報

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
5月 6月 7月 8月

（市民への周知）
自治会との連絡体制の確立

（協議体の設置）
地域課題の吸い上げ・調整

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（協議体の設置）
コーディネーターの決定

成果目標

・地域福祉活動でお互いに支え合うことができていると思う市民の割合：55％（H30）
　※総合計画における施策の成果指標（H26：50.6％→H33：60％）
・地域の課題解決に地域住民で取り組んでいると思う市民の割合：55％（H30）
　※総合計画における施策の成果指標（H26：51.9％→H33：60％）

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

01　地域・市民との協働による行政運営 主担当課 保健福祉部　介護福祉課

改革の目的・
期待する効果

・一人暮らし高齢者，高齢者のみ世帯など様々な生活形態であっても，個々の状態に応
じた最適な支援サービスを提供することで，安心して生活できるようになる。
・地域包括ケアシステムを構築することで，行政だけではカバーしきれない地域の課題へ
の対応も可能になる。

取組内容

・高齢化が進むにつれ，一人暮らし高齢者，高齢者のみ世帯が増加していくため，見守り
が重要であること，市民一人ひとりが見守りの担い手であることを理解してもらうため，市
民への周知を行う。
・住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構
築を目指す中で，まずは，個々の状態に応じた最適な支援サービスができる仕組みづく
りのため協議体を設置するとともに，サービスの提供体制を調整する生活支援コーディ
ネーターを配置する。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 1-1 実施事業 地域包括ケアシステムづくりの推進 推進項目
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【進捗状況】

課題の原因と
その解決策

・見出した課題の整理。不足している
サービスへの対応。
・第２期地域福祉計画の検討，調整。
ケアマネに対するごみ戸別収集の周
知。ごみ出しに関する生活環境課との
連携。

・地域福祉活動計画との協議，調整
・関係課との協議，調整

・第2層協議体となる各地区実行委員
会へ出向いた説明を継続

・第2層協議体となる各地区実行委員
会へ出向いた説明を継続

第2層協議体コーディネー
ターが決定したため。

遅れあり
まちづくり協議会との調整が
必要になったため。

課題
・地域福祉計画との連携を図る。
・地域課題（ごみ出し）の集計，分析。

・地域福祉計画との連携を図る。
・関係課等との共通認識の形成

・第2層協議体全6地区での制度に対
する理解

・第2層協議体全6地区での制度に対
する理解
・各地区のまちづくり協議会設立に向
けた動きとの調整

進捗状況と
評価の理由

概ね順調
周知のためのチラシ作成が
完了し，アンケートも実施し
たため。

概ね順調

第2層協議体の設置が完
了。コーディネーターは未配
置だがその役割を担う方が
いるため。

概ね順調

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況

・地域での見守り活動の周知チラシ作
成
　8/25「守谷市徘徊高齢者等ＳＯＳネッ
トワーク」開始
・地域課題吸い上げのアンケート実施

・全自治会にチラシ回覧
　174団体18,565世帯
・第2層協議体の設置

・新規3事業所との見守り活動協定，調印
式記者発表による周知
・講師を招いた第1層設置に向けた勉強会
開催
・社協が第2層協議体のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを了承
・第2層協議体の制度理解のため個別説明
を実施

・見守り活動を行う認知症サポーター
の活動を周知
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの傾聴方法の研修会開催
・第2層協議体への参加や制度理解の
ため個別説明を実施

下半期 上半期

実施目標
（予定）

・地域での見守り活動の周知検討
・地域課題の吸い上げ，協議体の素案
作成

・地域での見守り活動の周知
・協議体の設置，コーディネーターの配
置

・地域での見守り活動の周知継続
・第1層協議体設置に向けた勉強会，
コーディネーターの配置に向けた調整

・地域での見守り活動の周知継続
・第1層協議体の設置，コーディネー
ターの配置

・地域での見守り活動の周知継続
・第１層協議体の設置，コーディネー
ターの活動支援
（協議体設置とコーディネーター配置
の期限が平成３０年度末までに変更）

（協議体の設置）
コーディネーターの活動支援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（協議体の設置）
第１層協議体の設置

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（市民への周知）
自治会との連絡体制の確立

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 6月
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
3
0
年
度

（市民への周知）
周知・広報

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

02　効率的な行政サービスの提供 主担当課 総務部　企画課

改革の目的・
期待する効果

・クラウド技術を用いた自治体情報システムの拡大により，運用や管理業務の削減，災
害や電力対策，業務継続性の確保が図れる。
・計画的に導入していくことで，既存システムの契約事務の効率化，運用経費やシステム
更新費用等の削減などが期待できる。

取組内容

・「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成27年6月30日閣議決定）において，「業務の共通
化・標準化を行いつつ，地方公共団体における取組を加速し，自治体クラウドを中心にク
ラウド導入市区町村の倍増を目指す。」こととされた。今後，クラウド化の導入を基本に，
システムの形態やコストの現状について正しく認識するとともに，自治体クラウドを導入す
る場合としない場合のコストシミュレーション比較や投資対効果を試算し，併せて，業務
負担の軽減，セキュリティの向上や災害時の業務継続性等についても検討をしていく。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 2-1 実施事業 自治体情報システムのクラウド化の拡大による行政サービスの効率化 推進項目

成果目標
・平成30年度までにクラウド化する目標システム数：5システム
　※現行70システム稼働（50システムは既にクラウド化）

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

平
成
2
8
年
度

クラウド導入システム検討
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

5月 6月 7月 8月

システム利用課との協議
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

システムベンダー打ち合わせ
⇒ ⇒ ⇒

予算編成作業

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・

⇒ ⇒ ⇒・ ⇒ ⇒
導入協議・構築作業

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

平
成
2
9
年
度

クラウド導入システム検討
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

6月 7月 8月

システム利用課との協議
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

システムベンダー打ち合わせ
⇒ ⇒ ⇒

導入協議・構築作業

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・

予算編成作業

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
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【進捗状況】

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
業務内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
3
0
年
度

クラウド導入システム検討
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

システム利用課との協議
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒

予算編成作業
・ ⇒ ⇒

システムベンダー打ち合わせ

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・

導入協議・構築作業
⇒ ⇒ ⇒・ ⇒ ⇒

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況 導入構築の共同化を検討 LGWAN-ASPサービスの利用を検討
クラウドサービスの利用を検討
（生活保護システム，包括支援システ
ム）

IAC基幹系システムにおける自治体ク
ラウドの導入について検討

下半期 上半期

実施目標
（予定）

更改時期を迎えるシステムについてク
ラウド化の検討を進める。

更改時期を迎えるシステムについてク
ラウド化の検討を進める。

更改時期を迎えるシステムについてク
ラウド化の検討を進める。

更改時期を迎えるシステムについてク
ラウド化の検討を進める。

・更改時期を迎えるシステムについて
クラウド化の検討を進める。
・自治体クラウドの導入について検討
を進める

課題の原因と
その解決策

生活保護システム・資産税地図システ
ム等が来年度更改のものを対象に単
独クラウドとして検討を進める。

クラウドを利用するためには，セキュリ
ティ対策としてLGWAN系ネットワークを
利用する必要がある。システムベン
ダーにおいてLGWAN-ASPサービスに
対応できるかどうか，また，当該サービ
スに対応しているシステムベンダーに
ついて調査・検討を進める。

担当課による各システムベンダーのシ
ステム評価及びクラウド化に移行した
場合のコスト面を考えて検討を進め
る。

共通仕様書の作成に向けて県内自治
体と勉強会による検討を進める。

システムベンダーとの調整
等を実施

概ね順調
県内自治体及びシステムベ
ンダーとの調整等を実施

課題

・クラウド化によりコスト増になる場合があ
るため，導入構築の共同化を検討したが，
茨城県共同クラウドでは，現行守谷市の導
入しているシステムでは参加が難しい。

・生活保護システム・資産税地図システム・
設計積算システムについては，セキュリ
ティ強靭化によってネットワーク分離したた
め，クラウド利用が難しい。

・コスト増になる場合には慎重な検討
が必要

・共通仕様書の作成が必要

進捗状況と
評価の理由

概ね順調
システムベンダーとの調整
等を実施

概ね順調
システムベンダーとの調整
等を実施

概ね順調
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

届出書提出
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
9
年
度

独自利用事務の検討
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

6月 7月 8月

事前登録準備
⇒ ⇒ ⇒

事前チェック書類提出
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・ ・

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
8
年
度

（医療福祉・すこやか医療制度事務に係る独自利用）
事前登録

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
5月 6月 7月 8月

（医療福祉・すこやか医療制度事務に係る独自利用）
条例制定

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（医療福祉・すこやか医療制度事務に係る独自利用）
事前チェック書類提出

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（医療福祉・すこやか医療制度事務に係る独自利用）
届出書提出

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

成果目標

・平成30年度までにマイナンバー独自利用制度の導入目標数：3制度　※現行導入独自
利用制度：医療福祉・すこやか医療制度（平成27年度コンビニ交付導入済み）
・平成30年度までに番号カード交付目標枚数：44,000枚（国の交付目標値：平成30年度ま
でに8700万枚交付，守谷市人口を65,000人・全国総人口を1億2,700万人として計算）

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

02　効率的な行政サービスの提供 主担当課 総務部　企画課

改革の目的・
期待する効果

・マイナンバー独自利用の拡大により，事務手続きが簡略化され，市民，行政ともに利便
性が向上する。

取組内容

・市民の利便性の向上に資するものであり，カードの普及拡大を期待しているが，番号制
度は複雑かつ多岐の業務にわたることから，本市においては，まずは制度の確実な導入
を最優先課題とし，個人番号カードの独自利用については，制度開始後の平成28年度
から地域の実情やニーズを踏まえながら検討し，国による制度の利用範囲拡大も視野に
入れながら，市民にとってより利便性の高い行政サービスへの活用を目指していく。
・３分野における「マイナンバーの利用」だけではなく，住民ニーズが高く活用範囲の拡大
が有望であるものの検討を行い，個人番号カードの普及拡大に努める。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 2-2 実施事業 マイナンバー独自利用の拡大による利便性の向上 推進項目
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【進捗状況】

課題の原因と
その解決策

近隣自治体の実施状況等を踏まえて
独自利用の拡大を検討する。

近隣自治体の実施状況等を踏まえて
独自利用の拡大を検討する。

情報連携の運用開始に伴い，事務手
続き方法等の再確認を行い，近隣自
治体の実施状況等を踏まえてに独自
利用の拡大を検討する。

個人情報保護委員会による平成30年7
月以降に追加する独自利用事務の検
討状況及び近隣自治体の実施状況を
踏まえて独自利用の拡大を検討する。

情報連携の試行運用の状況
等を踏まえながら検討してい
る

遅れあり
情報連携の本格運用の状況
等を踏まえながら検討してい
る

課題
今後，医療福祉・すこやか医療制度以
外の事務に係る独自利用の検討が必
要

今後，医療福祉・すこやか医療制度以
外の事務に係る独自利用の検討が必
要

今後，情報連携の本格運用の状況等
も踏まえて独自利用の拡大について
の検討が必要

情報連携の本格運用の状況を踏ま
え，事務を整理したうえで独自利用の
拡大についての検討が必要

進捗状況と
評価の理由

概ね順調 届出書の提出が完了 概ね順調 届出書の提出が完了 遅れあり

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況
医療福祉・すこやか医療制度事務に係
る独自利用に係る届出については9月
26日完了

医療福祉・すこやか医療制度事務に係
る情報連携テスト2月17日完了

各課において独自利用事務の拡大に
ついて検討

各課において独自利用事務の拡大に
ついて検討

下半期 上半期

実施目標
（予定）

独自利用に係る届出書の提出 独自利用に係る届出書の提出 独自利用に係る届出書の提出 独自利用に係る届出書の提出 独自利用に係る届出書の提出

届出書提出
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事前チェック書類提出
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事前登録準備
⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 6月
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
3
0
年
度

独自利用事務の検討
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

02　効率的な行政サービスの提供 主担当課 総務部　企画課

改革の目的・
期待する効果

・事務事業の階層でも，総合計画の目標実現を意識した行政運営を実現する。
・総合計画実現のために市が重点的に取り組む事業やその進捗状況を示すことで，行政
課題の解決に向けた取組方針が明確になるとともに，庁内外における情報共有を通じ
て，施策，取組の重点化を図る。
・事務事業評価の結果を意識した予算編成が行える。

取組内容

・行政評価における評価結果を実施計画に反映させるため，重点事務事業に行政評価
を活用したマネジメントサイクルを確立する。
・重点事務事業として選定された事業の進捗状況を市民に公表する。
・行政評価システムの見直しにより，予算との連動や執行管理機能を高める。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 2-3 実施事業 総合計画における実施計画の機能強化による行政課題への対応 推進項目

成果目標 ・マネジメントサイクルの確立：平成29年度
【総括】

取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

平
成
2
8
年
度

総合計画に直結する事業の抽出
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
5月 6月 7月 8月

重点事務事業選定のプロセス検討
⇒ ⇒ ⇒

次年度重点事務事業選定

行政評価システム再構築検討（評価表，SC等）
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

新行政評価システム稼働

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

行政評価システムについて財政部局と調整

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ・

・ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

平
成
2
9
年
度

重点事務事業の決定
⇒ ・ ・

6月 7月 8月

重点事務事業の進行管理
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

重点事務事業の進行管理状況公表

事務事業評価（中間評価）を受けた予算編成

⇒ ・ ・

・ ・ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・ ・ ⇒

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・ ・

事務事業評価（中間評価）

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
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【進捗状況】

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
業務内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月

平
成
3
0
年
度

重点事務事業の決定
⇒ ・ ・

重点事務事業の進行管理
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・ ・ ⇒

予算編成部局との調整
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・

重点事務事業の進行管理状況公表

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

事務事業評価（中間評価）を受けた予算編成

事務事業評価（中間評価）

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・ ・

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況

・庁内ワーキング等により行政評価の
課題等を整理し，それを解決できるよう
な行政評価システムや評価表を検討し
た。

・次年度の経営方針（行政評価から導
かれた重点施策等）に基づき，重点事
務事業を選定した。
・3月から新しい行政評価システムを導
入した。

・中間評価の実施に向けて準備を進め
ている。

・中間評価を実施した。
・中間評価の結果（改善の内容，コスト
の方向性等）を予算編成の資料とし
た。

下半期 上半期

実施目標
（予定）

・行政評価と重点事務事業を連動させ
たマネジメントサイクルの検討
・行政評価システムの再構築

・行政評価と重点事務事業を連動させ
たマネジメントサイクルによる重点事務
事業の選定
・行政評価システムの再構築

・重点事務事業の進捗状況を公表す
る。
・新しい行政評価システムを予算編成
と結び付ける（中間評価の導入）。

・重点事務事業の進捗状況を公表す
る。
・行政評価の結果を予算編成に連動さ
せる（評価結果に基づく予算査定等）。

・重点事務事業の進捗状況を公表す
る。
・予算編成部局との連携を強化し，より
行政評価を予算編成に反映させる。

課題の原因と
その解決策

・他市町村の事例や行政改革推進委
員会からの意見聴取
・財政部局との調整や庁内ワーキング
による行政評価に対する課題の整理

システムを改善しても，活用する職員
の意識が変わらないと，これまでどお
りになってしまうので，研修会等を開催
し，繰り返し周知徹底することで，意識
の改革に取り組む。

マニュアルの記載方法を工夫する。
研修会等を開催し，管理職を中心に職
員の意識向上を図る。

次年度の経営方針決定に時
間を要したため，中間評価
の開始が計画よりも遅れて
いるが，概ね順調である。

概ね順調
中間評価の実施時期が計画
より遅れたものの，予算編成
とは連携することができた。

課題 活用できる評価システムの構築
総合計画の目標実現を意識した行政
運営やPDCAサイクルの意識付け

きちんとPDCAサイクルが機能する事
務事業マネジメントシート（評価表）の
記載内容

外部評価で指摘を受けたように，行政
評価そのものに対する意識の向上が
必要

進捗状況と
評価の理由

概ね順調
行政評価の再構築に向け協
議等を実施し，方向性を見
出すことができた。

概ね順調
予定どおりのスケジュールで
新しい行政評価システムを
導入できた。

概ね順調
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

03　民間活力の活用と適正化 主担当課 総務部　企画課

改革の目的・
期待する効果

・窓口業務を民間委託した場合，窓口事務に従事していた人材をその他の業務（公務員
が自ら対応すべき業務）に集中させることができ，適正規模の行政運営が可能となる。
・市民がワンストップでサービスを受けることができ，利便性が高まる。

取組内容

・これまで検討してきた福祉相談窓口の考え方を踏まえ，住民異動，戸籍届出，各種証
明書交付だけでなく，国民健康保険・介護保険等の受付までを含めて，市民にとって利
用しやすいワンストップ対応の在り方を検討する。
・ワンストップ対応の考え方を整理した上で，福祉部門を含めた窓口業務の民間委託を
検討する。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 3-1 実施事業 窓口業務のアウトソーシング 推進項目

成果目標
・市の窓口サービスが利用しやすいと感じる市民の割合：65％（H30）
　※総合計画における基本事業の重要業績評価指標（H26：59％→H33：70％）

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

平
成
2
8
年
度

他市町村の事例検討・整理
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

5月 6月 7月 8月

関係課からの意見聴取

方針決定

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

平
成
2
9
年
度

子育て世代包括支援センター設置に向けた検討
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

6月 7月 8月

国の標準仕様書等を参考にした窓口民間委託の検
討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
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【進捗状況】

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
業務内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月

平
成
3
0
年
度

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況

他市町村の事例を調査，検討した。
なお，平成28年度中に，政府内で，窓
口業務等の民間委託のための業務マ
ニュアル・標準委託仕様書（案）を作成
予定であり，その内容を受け，窓口業
務の民間委託を検討することとする。

他市町村の事例を調査，検討した。関
係課との意見交換等は未実施。

・H30からの子育て世代包括支援セン
ターの設置に向け，福祉部局で検討
中。
・標準委託仕様書の全国展開に向け
て，総務省で案の内容を検証してい
る。

・市役所保健福祉部のフロアに子育て
世代包括支援センターの設置を決定。

下半期 上半期

実施目標
（予定）

他市町村の事例を検討し，守谷市に最
適なワンストップサービスのあり方を検
討する。

他市町村の事例を検討し，守谷市に最
適なワンストップサービスのあり方を踏
まえ，窓口業務民間委託の可能性を
検討する。

子育て世代包括支援センターの設置
に併せて，福祉部門を含めたワンス
トップサービスのあり方を検討する。
窓口業務民間委託について調査を進
める。

子育て世代包括支援センターの設置
に併せて，福祉部門を含めたワンス
トップサービスのあり方を検討する。
窓口業務民間委託について調査を進
める。

課題の原因と
その解決策

事例検討や関係課との意見交換によ
り方向性を決定していく。

子育て世代包括支援センターの設置
が努力義務となったため，福祉相談窓
口のあり方を再度検討する必要があ
る。組織体制を含めて総務課と協議し
ていく。

若手職員による自主研究グループが
市民（窓口）サービスの向上をテーマ
にしているので，その提案も踏まえて，
守谷市に最適なワンストップサービス
を整理する。

・若手職員による自主研究グループか
ら提案があったワンストップ窓口のあり
方を受けて，具体的な検討を開始して
いく。
・国通知や他自治他の事例等を参考
に，引き続き窓口業務の民間委託検
討する。

子育て世代包括支援セン
ターの窓口を踏まえ，ワンス
トップのあり方を考える必要
がある。

遅れあり

窓口業務に非常勤職員等を
活用し，民間委託よりもコス
トが掛かっていないため，民
間委託について積極的な検
討がなされていない。

課題
守谷市に最適なワンストップサービス
の検討

福祉相談窓口のあり方についての再
検討

ワンストップのあり方
・ワンストップのあり方
・窓口業務の民間委託の可能性

進捗状況と
評価の理由

概ね順調 計画どおりに進んでいる。 遅れあり
ワンストップのあり方を整理
しきれていない。

遅れあり
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

03　民間活力の活用と適正化 主担当課 総務部　企画課

改革の目的・
期待する効果

・定型的業務を民間委託した場合，定型的業務や庶務事務に従事していた人材をその
他の業務（公務員が自ら対応すべき業務）に集中させることができ，適正規模の行政運
営が可能となる。
・市民ニーズを反映した行政サービスが提供される。

取組内容
・定型的業務や庶務業務を含めた事務全般について総点検を実施する。
・民間委託した業務について，市民ニーズを的確に捉えられるよう，その効果についてモ
ニタリングを行い，必要に応じて委託内容を見直す。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 3-2 実施事業 民間委託等の総点検 推進項目

成果目標
・定型的業務等の民間委託の場合，平成30年度実施
・委託業務のモニタリング実施：平成29年度

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

平
成
2
8
年
度

（定型的業務の民間委託）
事務改善研究会等での検討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
5月 6月 7月 8月

（モニタリング）
手法の検討・担当課調整

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（モニタリング）
行政改革推進委員会から意見聴取

⇒ ⇒ ⇒

（モニタリング）
マニュアル整備

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒
・ ・ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・ ・⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ・ ・ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

平
成
2
9
年
度

（定型的業務の民間委託）
企画課主導による総点検の実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
6月 7月 8月

（定型的業務の民間委託）
総点検を受けた民間委託に向けての調整

（モニタリング）
マニュアルに基づく指定管理者モニタリングの実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（モニタリング）
民間委託業務へのマニュアル展開を検討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（モニタリング）
指定管理者第三者評価機関の検討

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒（モニタリング）
マニュアル整備
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【進捗状況】

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
業務内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
3
0
年
度

（定型的業務の民間委託）
民間委託の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（モニタリング）
マニュアルに基づく指定管理者モニタリングの実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒（モニタリング）
マニュアルに基づく民間委託業務モニタリングの実
施

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況

・定型業務等の民間委託：事務改善研
究会での提案はなかった。企画課主導
ではまだ取り組めていない。
・モニタリング：導入に向け，担当課と
調整し，行政改革推進委員会からも意
見を聴取しながら，マニュアルを作成
中。

・定型業務等の民間委託：企画課主導
で取り組むために，他自治体の事例等
を確認している。
・モニタリング：3月にモニタリングマ
ニュアルを決定。平成29年度からマ
ニュアルに基づく取組を開始する。

・定型業務等の民間委託：事務事業の中間
評価に併せて実施できるよう準備を進め
た。
・モニタリング：施設所管課がマニュアルに
基づく取組を始めている。第三者評価機関
の検討を進めた。モニタリングの民間委託
業務への導入は調整未了。

・定型業務の民間委託：調査未実施。
・モニタリング：施設所管課がマニュア
ルに基づく取組を行った。民間事業者
の第三者評価委託料を次年度の予算
に計上した。モニタリングの民間委託
業務への導入は調整未了。

下半期 上半期

実施目標
（予定）

・定型業務等の民間委託：事務改善研
究会等で検討する。
・モニタリング：導入に向け，手法の検
討や担当課との調整を行う。

・定型業務等の民間委託：企画課主導
で総点検を行うために準備する。
・モニタリング：導入に向け，マニュアル
を整備する。

・定型業務等の民間委託：企画課主導
で総点検を行う。
・モニタリング：マニュアルに基づく指定
管理者モニタリングを実施する。また，
モニタリングシステムを民間委託業務
にも導入できるように調整する。

・定型業務等の民間委託：総点検を受
け，委託できる事業は委託を進める。
・モニタリング：マニュアルに基づく指定
管理者モニタリングを実施する。また，
モニタリングシステムを民間委託業務
にも導入できるように調整する。

・定型業務等の民間委託：総点検を受
け，委託できる事業は委託を進める。
・モニタリング：引き続き，マニュアルに
基づく指定管理者モニタリングを実施
する。民間委託業務にもマニュアルに
基づくモニタリングを実施。

課題の原因と
その解決策

事務改善研究会では提案がなかった
ように，各課の定型業務民間委託に向
けた意識は弱い。他自治体の事例等
を参考に，取組を進める。

評価に当たっては専門性が必要にな
るため，案で示した指定管理者選定委
員会での評価は困難との意見があっ
た。マニュアルに基づく平成29年度の
総合評価を受けた第三者評価の平成
30年度導入に向け，引き続き検討を重
ねる。

定型的業務の民間委託の可能性を探
るため，チェックシートによる点検を予
定していたが，外部評価の提言を踏ま
えると，委託済みの業務についての総
点検を実施する必要がある。併せて考
えなくてはならない。

委託業務に対する職員のスキルアップ
と並行して進めた方が効果的。

定型業務の民間委託に向け
た総点検が未実施

遅れあり
定型業務の民間委託に向け
た総点検が未実施

課題
定型業務のうち，民間委託ができる業
務の抽出

指定管理者へのモニタリングを導入し
たものの，第三者評価機関をどこにす
るかを決定できていない。

総点検の手法
定型業務民間委託の可能性を探るた
めの総点検の時期

進捗状況と
評価の理由

概ね順調

モニタリングシステムの導入
は順調だが，定型業務等の
民間委託は取組が進んでい
ない。

概ね順調
モニタリングシステムは導入
したが，定型業務等の民間
委託は進め方を検討中。

遅れあり

2 / 2



【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
9
年
度

固定資産台帳の整備
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

6月 7月 8月

守谷市公共施設等総合管理計画との整合性確保
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

財務書類作成
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

財務書類作成

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
8
年
度

各種手引き等の確認作業
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

5月 6月 7月 8月

既存システム改修
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

固定資産台帳の整備
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

守谷市公共施設等総合管理計画との整合性確保
・ ⇒ ⇒

成果目標 ・平成29年度までに統一的な財務書類等の作成及び固定資産台帳を整備する。
【総括】

取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

04　財政マネジメントの強化 主担当課 総務部　財政課

改革の目的・
期待する効果

・現金主義会計による予算・決算制度を補完するものとして，現金主義会計では見えにく
いコストやストックを把握することで，中長期的な財政運営への活用充実が図れる。

取組内容
・統一的な基準に合わせた財務書類作成のための既存システム改修を行う。
・固定資産台帳を整備する。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 4-1 実施事業 統一的な基準による地方公会計の整備促進 推進項目
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【進捗状況】

課題の原因と
その解決策

計画どおり進んでいる。 完了

この財務書類の整備により
財政状況の開示，適正な資
産管理への活用，予算編成
への活用，行政評価への連
携などが図られる。

課題

進捗状況と
評価の理由

順調 計画どおり進んでいる。 順調 計画どおり進んでいる。 順調

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況

　固定資産台帳の整備及び総合管理
計画との整合性確保するため，固定資
産台帳策定業務を委託(H28.7.19～
H29.6.30)

　固定資産台帳の整備及び総合管理
計画との整合性確保するため，固定資
産台帳策定業務を委託(H28.7.19～
H29.6.30)

　固定資産台帳の整備及び総合管理
計画との整合性確保するため，委託し
た固定資産台帳策定業務の成果品①
固定資産台帳データ，②公会計用
データをもって，地方公会計（財務書
類）協議を行った。

　固定資産台帳等のデータを地方公会
計用システムに移行するとともに，入
力作業及び確認作業を行い，統一的
な基準による財務書類を作成した。4
月には公開を予定している。

下半期 上半期

実施目標
（予定）

既存システム改修
固定資産台帳の整備
総合管理計画との整合性確保

既存システム改修
固定資産台帳の整備
総合管理計画との整合性確保

固定資産台帳の整備
総合管理計画との整合性確保
財務書類作成

財務書類作成

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 6月

平
成
3
0
年
度

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

水道事業中長期経営計画策定（経営戦略）（新水道
ビジョンと一括発注予定）

⇒ ⇒ ⇒
・ ・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒平
成
2
9
年
度

浄水場運用方針策定
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

6月 7月 8月

水道施設設備台帳作成
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

新水道ビジョン策定（経営戦略と一括発注予定）
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
8
年
度

上水道管路管理システム構築
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

5月 6月 7月 8月

老朽管更新計画策定

浄水場運用方針策定
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

水道施設設備台帳作成

成果目標 ・平成30年度までに水道事業の中長期経営計画を策定する。
【総括】

取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

04　財政マネジメントの強化 主担当課 上下水道事務所　上下水道課

改革の目的・
期待する効果

・更新費用の平準化により，安定した水道事業の経営が可能となる。
・中長期的な収支計画の策定により，料金設定の見直し時期が明確になる。

取組内容

・平成28年度中に上下水道管路管理システムを構築し，水道老朽管更新計画を策定す
る。
・平成28・29年度に今後の浄水施設の運用方針を決定する。
・水道老朽管更新計画及び浄水施設の運用方針に基づき，平成30年度に水道事業の中
長期経営計画を策定する。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 4-2 実施事業 中長期経営計画の策定（上水道） 推進項目
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【進捗状況】

課題の原因と
その解決策

設備台帳は契約後，管路システムを活
用し遅れを取り戻すよう取り組む。

水道設備台帳は，概ね資料が整って
いることから，4月以降，資料整理及び
台帳整備に着手する。

過去に取得した設備の価額設定と現
時点の決算における固定資産額を調
整して方針を定め，設備台帳を年内に
取りまとめる。

過去に取得した設備のうち，取得価額
の根拠が不明なものについては，メー
カーに見積りを依頼している。30年度
上半期までに取得価額を全て明らか
にしたうえで，アセットマネジメントを30
年度上半期に完了し，新水道ビジョン
及び経営戦略をまとめる。

・浄水場運用方針は完了し，
新水道ビジョンも順調に作業
中である。
・設備台帳整備に若干遅延
が生じている。

遅れあり

固定資産について，設備台
帳で算定した結果と決算に
大きな乖離があるため，検
証に時間を要している。

課題
設備台帳の仕様書確定が遅れた（11
月に入札・契約予定）。

設備台帳は，国補事業の下水道設備
台帳も含めて委託しており，国費を繰
越せないため下水道を先行しているこ
とから水道は29年9月完了の見込み。

設備台帳の資産情報と決算の調整や
一部資料の確認作業に時間を要して
いる。

過去に取得した設備について，取得価
額の根拠が不明なものが多く，アセット
マネジメントに必要な更新費用の算定
が滞っている。

進捗状況と
評価の理由

遅れあり

複数コンサルタントとのヒア
リングにより意見が輻輳した
ため，設備台帳の仕様書確
定に時間を要した。

概ね順調

・上水道管路管理システム，浄
水場運用方針及び老朽管更新
計画が年度内完了。
・水道施設設備台帳を発注し，
資産の資料収集を行っている。

遅れあり

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況

・上水道管路管理システムで，水道管
の口径別・布設年代別・管種別の集計
作業を行い，土質による腐食状況を予
測した更新計画を検討する。
・水道施設設備台帳の発注準備とし
て，複数のコンサルタントにヒアリング
し，仕様書の内容を検討している。

・上水道管路管理システムの構築と老
朽管更新計画業務が完了した。
・浄水場運用方針は，災害時の応急給
水について交通防災課と協議し，検討
する。
・水道施設設備台帳を発注した。年度
内に下水道処理場の資産調査を行う。

・浄水場運用方針業務で検討した結
果，運用廃止の結論に至り，市長，議
会，審議会に報告した。
・設備台帳整備について，一部見直し
作業が生じ，若干遅延している。
・7月に経営戦略及びアセットマネジメ
ントを含む新水道ビジョンを発注した。

・設備台帳を元に，老朽管路につい
て，将来の更新費用を算定し，アセット
マネジメントを策定している。
・管路施設については，新水道ビジョン
の策定に取組んでいる。

下半期 上半期

実施目標
（予定）

・上水道管路管理システムの構築を進
めるとともに，当システムを活用した老
朽管更新計画策定手法を検討する。
・浄水場運用方針業務を発注する。
・水道施設設備台帳を発注する。

・上水道管路管理システムの構築と老
朽管更新計画策定作業を完了する。
・浄水場運用方針を定める。
・水道施設設備台帳に必要となる全資
産の資料収集と調査を行う。

・浄水場運用方針業務で明らかにした
事項を市長，議会等に報告する。
・上水道管路管理システムを活用し，
管路を含む全施設の設備台帳整備を
完了する。
・浄水場運用方針を考慮した新水道ビ
ジョンを発注する。

・水道設備台帳を活用し，全施設の更
新計画を定め，新水道ビジョンに反映
し，業務を完了する。
・新水道ビジョンで定めた施設更新計
画に基づき，水道事業中長期経営計
画（水道経営戦略）を発注する。

・水道設備台帳を活用し，資産を再確
認した上で更新計画事業の財政収支
を明らかにする。
・財政収支で赤字となる場合には，受
益者負担の適正な料金設定を検討し，
水道経営戦略を定める。

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
水道事業中長期経営計画策定（経営戦略）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 6月
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ・

平
成
3
0
年
度

新水道ビジョン策定
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月

2 / 2



【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
9
年
度

守谷市公共施設等総合管理計画，固定資産台帳と
の調整

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
6月 7月 8月

研修会，検討会

修繕・改修

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
2
8
年
度

検討会議規程の整備
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

5月 6月 7月 8月

守谷市公共施設等総合管理計画，固定資産台帳と
の調整

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

研修会，検討会

修繕・改修

成果目標
修繕・改修計画を策定し，公共施設の長寿命化を推進，財政負担の軽減・平準化を図
る。

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

05　公有財産の適正管理 主担当課 総務部　財政課

改革の目的・
期待する効果

・公共施設が一斉に改修・更新時期を迎え，多額な維持更新費用が見込まれるが，長寿
命化を推進し財政負担を軽減・平準化することで，健全な財政運営が図れる。
・市民が公共施設等を安全に安心して利用できる。

取組内容

・「守谷市公共施設等総合管理計画」に基づき，次の事項に取り組む。
①公共施設等の計画的な維持更新と費用の平準化の推進，②安全・安心に利用できるよう「適切
な管理・運営」の推進，③長寿命化の推進，④公共施設等の適正な規模と健全な財政運営の推進
・これらを推進するために，
①庁内に「（仮称）公共施設等を総合的に管理するための検討会議」を設置する。②職員の公共施
設マネジメント意識を共有する。③計画の推進のために「検討会議」を少なくとも年1回開催する。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 5-1 実施事業 公共施設等の適正管理の推進 推進項目
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【進捗状況】

課題の原因と
その解決策

固定資産台帳の整備等と総合管理計
画との整合性を確保しながら計画策定
する。

①補助金，起債，基金を活用し財政負担の軽減に努
め，平成38年度時点で公共公益施設整備基金と財政
調整基金を合わせて30億円を積み立て，その後の修
繕・改修に備える財政計画とした。
②今後は，計画にあわせて，個別に実施する。施設状
況や財政事情において，時期が前後することが予想さ
れるため，毎年行われる全庁政策会議，予算編成調整
会議等に諮り，適宜見直しすることとし特に検討会議は
設置しない。

全庁政策会議，予算編成調
整会議等で修繕・改修時期
の検討。

完了

大規模修繕・改修について
平成48年までの修繕・改修
時期の計画を立て，その財
源に係る財政計画に反映さ
せることができた。

課題
固定資産台帳の整備等を委託したが，
作業中であり，検討会議は未設置であ
る。

①平成38年までに事業費ベースで約
100億円の費用が必要であり，その費
用に対する財源の確保
②検討会議の設置

進捗状況と
評価の理由

概ね順調
計画策定後の検討会議設置
となるため。

概ね順調
計画策定後の検討会議設置
となるため。

概ね順調

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況
　委託した固定資産台帳策定業務
(H28.7.19～H29.6.30)と総合管理計画
との調整を図る。

　委託した固定資産台帳策定業務
(H28.7.19～H29.6.30)と総合管理計画
との調整を図る。

　委託した固定資産台帳策定業務の
成果品の固定資産台帳データと総合
管理計画との調整を図った。
　大規模修繕洗い出し（財政計画見直
し）て，修繕・改修計画に反映させる。

　大規模修繕・改修を洗い出し，全庁
政策会議，予算編成調整会議等に諮
り，修繕・改修計画及び財政計画を見
直した。

下半期 上半期

実施目標
（予定）

総合管理計画，固定資産台帳との調
整

総合管理計画，固定資産台帳との調
整

総合管理計画，固定資産台帳との調
整

検討会議の実施
修繕・改修

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 6月

平
成
3
0
年
度

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

06　人材育成と組織マネジメントの強化 主担当課 総務部　総務課

改革の目的・
期待する効果

・時間外勤務縮減のためには，廃止を含めた既存事業の見直しが必須であり，それによ
り，市民にとって有益な新規事業の立ち上げや適正な人員配置が期待できる。
・市が率先してワーク・ライフ・バランスを実現することにより，市内事業者への啓発につ
ながる。

取組内容

①「時間外勤務縮減に向けた取組方針」を遵守する。また，平成28年度からは部署ごと
の時間外勤務縮減計画を策定し，目標管理に努める。
②平成27年3月に策定した次世代育成対策推進法に基づく「特定事業主行動計画」を推
進する。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 6-1 実施事業 ワーク・ライフ・バランスの推進 推進項目

成果目標

①年間１人当たりの平均時間外勤務時間の縮減
【平成29年度，26年度実績22％以上の縮減】
②次世代育成対策推進法に基づく特定事業主行動計画の推進
【目標達成年度：平成32年度】

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

＜平成30年度上半期終了後に記載＞

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

平
成
2
8
年
度

時間外勤務縮減計画管理
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

5月 6月 7月 8月
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

平
成
2
9
年
度

時間外勤務縮減計画管理
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

6月 7月 8月
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
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【進捗状況】

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
業務内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平
成
3
0
年
度

時間外勤務縮減計画管理
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況
4月～9月の時間外勤務時間
執行時間：12,449時間

10月～3月の時間外勤務時間
執行時間：13,758時間
年間執行時間：26,207時間

4月～9月の時間外勤務時間
執行時間：13,418時間
(前年度比：＋969時間）

10月～3月の時間外勤務時間
執行時間：12,736時間
（前年度比：－1,022時間
（年間執行時間：26,154時間）

下半期 上半期

実施目標
（予定）

4月～9月の時間外勤務時間
計画時間：16,035時間

10月～3月の時間外勤務時間
計画時間：14,957時間
（年間計画時間：30,992時間）

4月～9月の時間外勤務時間
計画時間：12,550時間
（前年度比：－3,485時間）

10月～3月の時間外勤務時間
計画時間：12,264時間
（前年度比：－2,639時間）
（年間計画時間：24,814時間
　前年度比：－6,178時間）

課題の原因と
その解決策

計画どおりに進捗していない部署に
は，調査・分析を依頼し，解決策を見
出してもらう。

計画どおりに進捗していない部署には
調査・分析を依頼し，問題点や解決策
を報告してもらうと同時に，次年度の計
画値を検討する。

計画に対する執行率：106.9% 遅れあり 計画に対する執行率：103.8%

課題
計画時間を上回っている部署は全体
の3割程度である。時間外勤務時間が
多いところに偏りが見られる。

計画時間を上回っている部署は全体
の　割である。時間外勤務時間が多い
ところに偏りが見られる。

進捗状況と
評価の理由

順調 計画に対する執行率：77.7% 順調
計画に対する執行率：92.0%
（年間執行率：84.6%）

遅れあり
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【工程表】（上段：計画工程／下段：実施工程）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ・ ・

平
成
2
9
年
度

守谷市役所の状況の整理と公表
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

6月 7月 8月

男性職員への育児休業取得勧奨
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 12月 1月 2月 3月9月 10月 11月

⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ・ ・

平
成
2
8
年
度

特定事業主行動計画の策定と公表
⇒ ・ ・

5月 6月 7月 8月

守谷市役所の状況の整理と公表
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

守谷市役所の課題の整理と取組
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 11月 12月 1月 2月 3月9月 10月

主担当課 総務部　総務課

取組内容
・「特定事業主行動計画」を適正に執行する。
・年に一度，実施状況を広報やＨＰにて公表する。

部　長 次　長 課　長 管理員

第七次守谷市行政改革実施計画　執行管理表

整理番号 6-2 実施事業 女性の活躍の推進 推進項目

平成28年3月「特定事業主行動計画」策定
・時間外勤務の縮減　職員一人当たりの年間平均時間外勤務時間を次のとおり縮減する。
　現状値：159時間／年（平成26年度）　→　目標値：120時間／年以下（平成31年度）
・管理職（課長補佐級以上）に占める女性職員の割合
　現状値：20％（平成27年度）　→　目標値：30％（平成31年度）
・男性職員の育児休業取得率
　現状値：0％（平成27年度）　→　目標値：20％（平成31年度）

成果目標

改革の目的・
期待する効果

・市の管理職に女性職員を多く登用することにより，多様な視点での事業運営が期待できる。
・従業員301人以上の事業者には同様の取組みが義務付けられており，市の状況の公表により，
市内事業者への啓発となる。
・女性が活躍できる職場の形成は，ワーク・ライフ・バランスの実現にも寄与する。

【総括】
取組に対する評
価／今後の方針

06　人材育成と組織マネジメントの強化

＜平成30年度上半期終了後に記載＞
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【進捗状況】

課題の原因と
その解決策

女性管理職の割合：21.1%
（前年度比増減なし）
男性職員育児休業取得率：
60.0%（上半期のみ）
(該当職員5名中3名取得）

概ね順調

女性管理職の割合：21.1%
（前年度比増減なし）
男性職員育児休業取得率：
42.9%（年度内通算）
(該当職員7名中3名取得）

課題

進捗状況と
評価の理由

概ね順調

女性管理職の割合：21.1%
（前年度比1.1%増）
男性職員育児休業取得率：
0%
(該当職員なし）

順調

女性管理職の割合：21.1%
（前年度比1.1%増）
男性職員育児休業取得率：
0%
(該当職員なし）

概ね順調

平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期

取組状況
・掲示板による育児休業制度の周知
・子連れ出勤実施企業視察

・管理職対象「イクボス研修」6名参加
・茨城県自治研修所主催「女性リー
ダー育成講座」2名参加
・産前休暇を6週から8週へ拡大
・育児のための早出遅出出勤制度導
入
・育児休業制度対象の拡大

・育児休暇制度等の職員説明会開催
・平成28年度の守谷市役所の状況をHPに
て公表（「平成29年度女性活躍推進法に基
づく女性の職業選択に資する情報の公
表」）
・茨城県自治研修所主催「女性キャリア
アップ講座」4名参加

・茨城県自治研修所主催「女性キャリ
アアップ講座」3名参加
・特定事業主行動計画策定・推進委員
会開催：各部署の職員で構成されてお
り，計画の進捗状況を報告し，今後の
計画推進のため手法等を検討

下半期 上半期

実施目標
（予定）

・女性職員を対象とした研修開催
・育児休暇制度周知と勧奨

・女性職員を対象とした研修開催
・育児休暇制度周知と勧奨

・育児休暇制度周知と勧奨
・職場改善のための女性職員座談会

・茨城県自治研修所主催研修への参
加

業務内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 6月

平
成
3
0
年
度

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
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